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関係者各位 

 

３２加盟国〃13準加盟及びオブザーバー国の弁護士会及び法曹協会〃さらに各会を通し

て１００万人のヨーロッパの法律家を代表する欧州弁護士会評議会（CCBE）を代表し

て当職はこの信書を送ります。 

 

CCBEは〃EUとヨーロッパの各国の弁護士会との間の連絡の役を果たしている。CCBE

は〃欧州委員会や欧州議会及びEU理事会のうちの関連する担当者と定期的かつ制度的な

協議を行っている。 また欧州連合司法裁判所及び欧州人権裁判所とも連絡をとっており〃

いずれの裁判所もCCBEをヨーロッパにおける法曹の利益を代表するため訴訟事件に参

加することを認めている。 

 

日本弁護士連合会から〃最近〃CCBEに対して〃日本国首相の内閣府によって組織され

た有識者懇談会の作業について〃注意を喚起した。 その作業は〃「 独占禁止法下の審

査手続の適正手続について〃弁護士依頼者間の秘匿特権」も含んで検討してきているも



のでる。現状では〃全ての弁護士が〃日本で実務を行っている外国の弁護士も含んで〃

職業上の秘密[信頼]保持義務に服している。しかしながら〃依頼者は〃日本において実

務を行っている外国の弁護士を含んで〃弁護士と秘密に[信頼して]通信する権利を有し

ていない。それにくわえて〃たとえば〃法的助言は文書の提出命令から除外されないし〃

法的助言の内容も法の違反を立証するための証拠として使うことができる。 

 

独占禁止法の執行を担当する政府機関である公正取引委員会は〃 先の有識者懇談会が論

じている問題について〃 とりわけ〃「弁護士依頼者間の秘匿特権」を認めると事実の発

見が妨げられるとの主張をした。 

 

日本のビジネス界及び日本弁護士連合会は〃「弁護士依頼者間の特権」の欠如と現在の

議論について〃そしてまた日本の公正取引委員会が提出した主張について〃懸念を表明

した。 

 

この点に関連して〃CCBEは〃以下に述べるように数個のコメントを提出したい。日本

における現在の議論が日本において実務をおこなっているヨーロッパの弁護士にも影響

を及ぼすという事実にかんがみると〃日本の当局がヨーロッパにおける法状況について

認識を有することは重要であるとCCBCは信ずる。 

 

職業上の秘密・法曹職業の特権（PS-LPP）は〃ヨーロッパの法曹職業の核心的な価値の

ひとつである。（この文脈では〃コモンローの法曹職業の特権という概念と大陸におけ

る職業上の秘密という概念との間には違いがあるものの最も重要なところではこれらの

概念は同様の保護を目指すものであることを指摘しておくことが重要であろう。） 秘密

が守られるという市民の権利〃すなわちその者の弁護士とのコミュニケーションがいか

なる暴露からも守られるという市民の権利がもし否定されるならば〃人々は法的助言へ

のまた司法へのゕクセスが否定されるであろう。PS-LPPは〃このように〃どのように司

法にゕクセスし〃法の支配の維持が実現されるかについての手段と考えられている。 



 

ルクセンブルクとストラスブールの双方のヨーロッパの裁判所によって〃PS-LPPについ

て論じて〃この原則の重要性を強調する豊富な判例法理が示されている。ヨーロッパの

法律文書はPS-LPPを謳ってきている。それにくわえて〃すべてのEUの加盟国は〃PS-LPP

を法曹の規制の重要な目的と原則であると認識しており〃PS-LPPの違反はいくつかの

EU加盟国では職業上の違反であるのみならず刑事犯罪をも構成する。さらにまた〃CCBE

は〃そのCCBEヨーロッパ法曹職業の根本原則憲章やCCBEヨーロッパ法曹の行動規範〃

その他多数の文書にて〃PS-LPPをヨーロッパ法曹職業の核心的な価値のひとつと明記し

ている。ヨーロッパの裁判所における重要な判断〃関連するヨーロッパの法律文書〃そ

してCCBE自身の文書については〃以下において〃より詳細に言及される。 

 

 

A. 判例法とヨーロッパの法的文書 

 

■欧州連合司法裁判所 

 

LPPの範囲についての一般原則 

 

競争に関する事項についての欧州委員会（以下「委員会」という。）の調査権限〃とり

わけ立ち入り検査と情報を要求する権限は〃法律家弁護士との一定のコミュニケーショ

ンにおける秘密について会社の有する基本権と衝突しうるものである。1/2003規則は〃

EU競争法の手続的な枠組みを定めているものであるが〃その前身の17/62規則と同様に〃

書面となっている弁護士依頼者間のコミュニケーションについて扱う条項は含んでいな

い。 

 

秘匿特権の範囲: the AM & S 対Hilti事件 

 



the AM & S 対Hilti事件においては〃欧州連合司法裁判所（CJEU）は〃弁護士と依頼者

との間の一定のコミュニケーションに関しては秘密を保持することは〃すべての加盟国

の法において共通の原則を構成しており〃それゆえ〃EU法1により基本権として保護さ

れることを認めた。裁判所は〃「いかなる人も〃制約無くして〃それが必要なすべての

人に独立した法的な助言をもたらす職業である弁護士に相談することができなければな

らない」のであり〃それゆえに〃一定の弁護士依頼者間のコミュニケーションの秘密は

保護されなければならないと判示した2。LLPは〃自然人のみならず委員会の調査の対象

となりうる会社にとってもその形態のいかんにかかわらず頼りうるものでなければなら

ない。それは〃弁護士または依頼者の手にある全ての書類に及ぶし〃弁護士と依頼者の

いずれから発したコミュニケーションについても及ぶものである。 

 

CJEUの判断は〃特別な重要性を有するものであったし〃また〃今でも有する。なぜなら

ば〃（１９７８年3まで争いがあった）特権あるものとしてコミュニケーションを保護す

ることを認めて〃法的な特権の範囲と実践上の含意を定めたからである。CJEUは〃

PS-LPPは〃司法の運営に協力する弁護士の役割についての概念と密接な結びつきがある

ことを述べている。4CCBEは〃申立人を支持してこの事件に参加している。 

                                            
1 Case 155/79, AM & S / Commission,  1982 ECR  1575, 段落16 及び 18 

2 前掲.たしかにAM&Sは〃調査に関してのものであったが〃この事件で確立された原則は委員会に

よる情報の要求についてもあてはまることが一般に認められている。AM&Sは〃カルテルの調査の過程に

おいて連合王国の会社であるAM&Sの建屋から発見された一群の書類について秘密が認められるかにつ

いての争いに端を発している。会社は〃それらが弁護士依頼者間の特権の妥当する書面によるコミュニケ

ーションであるとして〃それら書類のうちのあるものを提出しなかった。しかし欧州委員会は〃AM&Sに

対してそれらの書類を提出するようにと命令する判断を下した。 

3 1978年には〃MEP Cousté (No. 63/78)による質問書を受けて〃委員会は〃 Regulation No 17

が法律文書に対するいかなる保護も提供していないとしても〃「遵守されるべき法に関連する意見を得る

ためないし与えるための〃または防御の準備あるいは計画に関連するもっぱら法的ないかなる文書をもコ

ミュニテゖの競争法の違反の証拠として使用しないことを望んでいる」と述べた。 

4 Case 155/79, 段落 24: ２つめの条件についていえば〃述べておかねばならないのは〃独立し

た弁護士としての地位身分という要求は〃保護される書面でのコミュニケーションの発する源である法的



 

AM&Sにて〃CJEUは〃欧州共同体のシステムにおけるLPPの枠組みを加盟国に共通の法

的伝統を基礎にして定義した。それはレギュレーション１７を解釈して〃弁護士と依頼

者間の書面でのコミュニケーションの秘密を保護するものとしたが〃1982年時点での加

盟国に共通に見いだされた保護の要件を組み込んで〃２つの条件に服するものとしてい

る。すなわち〃そのようなコミュニケーションは〃（１）依頼者の権利を防御する目的

かつ利益のために〃（２）EEA国において実務をおこなう資格を有する独立した弁護士

から発したものであること5。 

 

（１）第一の要件に関していえば〃CJEUは〃防御の権利は委員会の調査手続の文脈にお

いても完全に行使してよいものであり〃弁護士依頼者間の書面でのコミュニケーション

の秘密の保護は防御の権利から生じる基本的なものであること〃それゆえ〃手続が開始

したあとで交換されたすべての書面でのコミュニケーションは保護されなければならな

いことを認めた。しかし〃委員会は正式に手続を開始する前に調査を開始できるのであ

るから〃いかなる経済主体（undertaking）をも早い機会に法的な助言を得ることをた

めらわせることがないように〃LPPの保護は〃その手続の主題となった事柄と関係のさ

                                                                                                                                             

な助言者によって満たされなければならないのであるが〃裁判所による司法の運営に協力し完全な独立及

びそれゆえの最も重要な利益から依頼者が必要としている法的な援助を提供することがもとめられてい

る弁護士の役割という概念に基礎がある。その保護に相応する物は〃職業倫理とその目的のために必要な

権限が与えられた機関により一般の利益のために設定されかつ実施される規律の規則のなかに見い出さ

れる。そのような概念は〃加盟国に共通な法的伝統を反映しており〃共同体の法的秩序の中にもまた見い

だされるのであり〃EECとEAECの司法裁判所の制定規則のプロトコルの１７条並びにECSCの司法裁判所

の制定規則のプロトコルの２０条によってもまた示されている。 

5 ヨーロッッパ経済領域(EEA）は〃1994年に設立されており〃ヨーロッパ自由貿易連合（EFTA）

の４加盟国のうち３か国（ゕ゗スランド〃リヒテンシュタ゗ン及びノルウェー）及び欧州連合の２８加盟

国にのうち２７国によって構成されている。クロゕチゕはすでに加盟申請しているがEEAの全加盟国によ

り批准されるのを待っているところである。  

 



らに以前のときにおける書面でのコミュニケーションにも及ぶ6。法的助言は経済主体の

防御において「準備」の段階とみなされる。7 

 

さらにいえば〃後のHilti事件では〃第１審裁判所である欧州連合一般裁判所（GCEU）

は〃「調査を受けている会社のいかなる内部文書であれ〃独立した外部の弁護士による

コミュニケーション及び法的助言の内容を報告したものであって管理的スタッフの参考

のために経済主体内で配布されたもの」は〃依然としてLPPの保護を受けるとした。8 

 

（２） AM&S事件において確立された第２の要請にしたがって〃LPPは〃依頼者が居住

している加盟国と同一の加盟国であるかどうかをとわず〃加盟国のひとつにおいて法曹

実務をとることが許されている独立の弁護士から発した文書によるコミュニケーション

にのみ適用がある。9この意味するところは〃定義からして〃ゕメリカ合衆国のような第

三国において資格をえた弁護士が関与しているコミュニケーションには〃たとえその弁

護士がECを拠点にしているとしても〃特権を与えられないということである。 

                                            
6 裁判所は〃委員会の手続が開始されるよりも６年も前に交換されたコミュニケーションについて

手続の主題となった事柄とむしろ十分に関連性があるとしており〃「より以前に書かれたコミュニケーシ

ョン」の概念についていくぶんと広い解釈を採用しているようにみえる。その帰結として〃会社の行為に

ついての法的な評価に関連して〃訴追や罰金の見込みについても含めて〃調査の開始の前に法曹弁護士に

よって与えられた助言や 一時的な仮の手段との関係で与えられた助言はLPPで保護されるべきであると

している。 

7 Fordham International Law Journal, Volume 28, Issue 4, page 1009, 2004. 

8 T-30/89 Hilti/Commission 事件 1990年 ECR II-163, 18段落９（判示「弁護士と依頼者間の

書面でのコミュニケーションの保護の原則は〃その目的からしても〃そのコミュニケーションの文あるい

は内容を報告する限度での内部的な文書についてもまた及ぶものとみなされる。 

 

9 155/79事件25段落。この保護の限界は〃法曹職業の実務についてのルールを参照することで画

される。役務の提供の自由を弁護士が効果的に行使することを容易にするものとして〃理事会指令 

77/249/EEC 1977年3月22日〃及び資格を取得した加盟国とは別の加盟国にて恒久的に法曹職業の実務

を執ることを容易にするものとして〃欧州議会及び理事会指令 98/5/EC 1998年2月16日。 



 

さらにいえば〃「独立した弁護士」の概念は〃裁判所の見解では〃依頼者と雇用関係で

結びついているいかなる法的専門家をも含まない。10裁判所は〃この要請は〃法的助言

者の地位身分に関するものであるが〃その基礎をおいているのは〃「裁判所による司法

の運営に協力し完全な独立してそれゆえに上回る利益から依頼者が必要としている法的

な援助を提供することがもとめられている弁護士の役割という概念」11と判示している。

LPPの保護に相応するものとして「職業倫理とその目的のために必要な権限が与えられ

た機関により一般の利益のために設定されかつ実施される規律の規則」について言及が

あるけれども〃AM&S事件において〃裁判所が判示したのは〃加盟国の各国法にみださ

れる共通の基準に基礎をおいて〃法的な助言を内容とする弁護士と依頼者の間で交換さ

れた書類が開示から保護されるのは〃その弁護士が「独立で」「すなわち依頼者と雇用

関係で結びついていないものである」12ときに限られるということであった。 

 

Akzo Nobel事件においても確認された LPPの適用の範囲からのイン・ハウス弁護士の

除外 

 

さらに最近になってAkzo事件は〃EU裁判所に〃委員会の調査権限の行使の際における

弁護士と依頼者間のコミュニケーションの秘密の保護について〃とりわけLPPが゗ン・

ハウス弁護士に及ぶかどうかという問題について〃取り組む別の機会を与えた。2003

年10月30日に下された命令において〃GCEUの長官は〃裁判所はEU競争法のもとでの

法的特権の範囲を見直し゗ンハウス弁護士に拡張する用意のあるかもしれぬことを示唆

したようであった。13 

                                            
10 いくつかの欧州の国では〃弁護士会あるいは法曹協会に登録した弁護士が会社の゗ンハウスとし

て働くことが弁護士に許されている。これらの弁護士は〃外部の弁護士と同様の職業的及び倫理的なルー

ルに服している。 

11 Case 155/79, 24 及び 27段落。  

12 前掲 

13 Joined Cases  T-125 and 253/03 R, Akzo Nobel Chemicals and Akcros Chemicals / 



 

しかしながら〃GCEUも控訴審CJEUもこの見解には従わず〃基本的には従前からの判例

法を確認した。それによれば〃゗ンハウス弁護士は〃AM&S事件の判断が確立した独立

の要件を満たさない。14CJEUにより述べられたところによれば〃独立した弁護士の概念

は〃「つまり職業的倫理的義務により積極的にも〃そしてまた〃雇用関係の欠如によっ

て消極的にも〃定義される」。15雇用関係によって〃「゗ンハウス弁護士は〃彼の職業

的な義務と依頼者の目的との衝突を効果的に取り扱うことがよりできにくい」のであり〃

そのため〃「外部弁護士と同様の程度での独立を確保できない」。16CJEUは〃加盟国及

びEU競争法における進化は〃AM&S事件での判断を見直すことを当然には要請しないと

                                                                                                                                             

Commission, 2003 ECR II-4771。裁判長が示唆したことは〃゗ンハウス弁護士と雇い主との間のコミ

ュニケーションについて加盟国は一致してLPPを認めているわけでは無いけれども〃AM&S判決は〃加盟

国に共通な原則について1982年にさかのぼる解釈に基礎をおいていたのであるが〃もはや時代遅れであ

るということであった。「AM&S判決より後の[EU]法と加盟国における法秩序発達を考慮にいれるならば〃

（中略）職業上の特権の保護は〃恒久的に経済主体に雇われている弁護士との書面によるコミュニケーシ

ョンにいまや拡張されることもあながち妨げられない。」彼が述べていることは〃裁判所による司法の運

営に協力している独立した弁護士に割り当てられている役割は「いまや〃ある程度まで〃恒久的に経済主

体内部で雇用されているが職業上の厳格な行動準則に服している一定の類型の弁護士によっても分担さ

れることが可能である」とまずは考えることができるように見えるということであった。彼の意見では〃

もはや「彼の地位に見合った特定の義務を遵守することを必要であれば要求する職業上の行動準則に弁護

士が拘束されることもあるならば〃弁護士と経済主体との雇用関係のつながりはいつも〃そして原則とし

て〃裁判所による司法の運営に協力する役割を効果的に果たすために必要な独立性に影響する」とは考え

てはいないその数の増えつつある加盟国の法秩序にEUの法秩序も習うことができるということであった 

14 Joined Cases T-125 and 253/03 Akzo Nobel Chemicals and Akcros Chemicals / Commis-

sion 2007 ECR 3523, and Case 550/07 P Akzo Nobel Chemicals and Akcros Chemicals / Com-

mission, 2010 ECR I-8301. 

15 Case C-550/07 P, 段落 45. 

 

16 前掲〃段落45及び46。とりわけ〃裁判所によれば〃゗ンハウス弁護士は〃「その性質からして雇

用主によって追求されている商業的な戦略を弁護士が無視することを許さないようなそしてまた職業的

な独立性を謳歌する能力に影響せざるをえないような雇用されている地位を占めている」（前掲〃段落47） 



の見解をとり〃多くの加盟国がいまだ゗ンハウス弁護士をLPP保護から排除しているこ

とや゗ンハウス弁護士を弁護士会や法曹協会への加入を認めないことからすれば〃 「加

盟国の法制度が ゗ンハウス弁護士と開業弁護士とが類似していく方向での統一的な傾

向は認められなかった。」と述べた。17 レギュレーション１によって導入された手続の

ルールの修正も〃゗ンハウスの助言の必要性が高まっていることがあるとはいえ〃判例

法の変更を正当化しない。というのも〃レギュレーション１は〃「゗ンハウス弁護士と

外部弁護士とを法曹職業の特権については同様に扱えということを要請することを目的

とはしておらず〃委員会の検査権限を強化することを目的としている」18からである。

そして最後に〃゗ンハウス弁護士と外部弁護士との職業的な独立が異なる程度のもので

あることから〃CJEUは〃これら２つの類型の弁護士を異なった取扱いをすることは平等

取扱い原則違反となるものとは考えられないことを確認した。19 

 

加盟国手続規則に関する CJEUの判例法の影響 

 

多くの加盟国が前述の裁判所法理の観点から競争法手続に法曹職業の特権の概念を導入

したことは特筆されるべきことである。20 

 

■欧州人権裁判所（ECHR） 

 

ECHRの判断は〃弁護士と依頼者の間のコミュニケーションの秘密の権利をヨーロッパ

人権条約の８条の「個人の家族生活を尊重される権利」あるいは６条の「公正な審理の

                                            
17 前掲〃段落71-73 

18 前掲〃段落86 

19 前掲〃段落54-59 

20 参照〃See Jean-François Bellis, Legal professional privilege: An overview of EU and na-

tional case law, 2011年10月, e-Competitions, No39467. 

 

http://awa2012.concurrences.com/academic/article/legal-professional-privilege-an
http://awa2012.concurrences.com/academic/article/legal-professional-privilege-an


権利」21により認めている。 

 

第８条は〃とりわけ重要である。なぜなら明らかに誰にでも通信を尊重される権利を認

めているからである。通信の内容がどのようなことに関するものであれ通信がどのよう

な形態をとるものであれ通信の秘密を保護している。いかなる介入も法にしたがってさ

れなければならず〃適正な目的を追求するものであって,関連する目的を達成するために

民主的な社会で必要なものでなければならない。22後段については裁判所によって幾多

の判断において考察されてきた。 

 

ECHRの判例法理は〃弁護士依頼者間のコミュニケーションの秘密についていえばとて

も豊富であり〃何年もの間にだんだんと発達してきた。弁護士依頼者の関係について注

目すべき一般原則を立てた重要判例のいくつかをここに引用する 

 

「そのような監視なくして〃もし弁護士が彼の依頼者と意見交換をして秘密の指示を得

ることができないのならば〃弁護士の援助はその有用性のかなりを失うであろうが〃他

方で〃条約は〃実際的かつ実効的な権利を保障することを目的としている」(§48, S. v. 

Switzerland, 1991) 

 

                                            
21 ECHR及び欧州人権委員会の判例法で競争手続のなかで刑事罰の訴追分類を指示するものについ

ては〃 Donald Slater, Sébastien Thomas and Denis Waelbroeck, Competition law proceedings 

before the European Commission and the right to a fair trial: no need for reform?, Research 

Papers in Law - Cahiers juridiques, No 5 / 2008, College of Europe を参照。 

22 第八条（私生活及び家庭生活の尊重についての権利） 

１ すべての者は、その私的及び家庭生活、住居及び通信の権利を有する。 

２ この権利の行使については、法律の基づき、かつ国の安全、公共の安全若しくは国の経済的福利のた

め、また、無秩序若しくは犯罪防止のため、健康若しくは道徳の保護のため、又は他の者の権 利及び自

由の保護のため民主的社会において必要なもの以外のいかなる公の機関による干渉もあ ってはならない。

[http://www1.umn.edu/humanrts/japanese/Jz17euroco.html による] 

http://hudoc.echr.coe.int/sites/eng/pages/search.aspx?i=001-57709
http://hudoc.echr.coe.int/sites/eng/pages/search.aspx?i=001-57709
http://aei.pitt.edu/44310/1/researchpaper5_2008.pdf
http://aei.pitt.edu/44310/1/researchpaper5_2008.pdf


「この関係で〃喚起されなければならないのは〃弁護士が関与しているにもかかわらず〃

職業の秘密の侵害があると司法の適正な運営そしてさらに条約の第６条により保障され

ている権利に対して悪影響がある」 (§37, Niemietz v. Germany, 1992) 

 

「以上にもまして〃最低限いわねばならぬのは〃実務において〃 独立した裁判官による

監督もなしに〃とりわけ弁護士と依頼者間の秘匿にされるべき関係という秘密の領域に

おいて〃 それが防御の権利に直接にかかわるものであるのに〃行政の構成員である郵便

局の法務部門の官吏にこの仕事が委ねられなければならないというのは驚くべきことで

ある。」(§74, Kopp v. Switzerland, 1999)  

 

Foxley対連合王国(2000年)の事件は〃弁護士と依頼者間のコミュニケーションに関して

特別な重要性をもつものであるが〃裁判所は〃申立人とその弁護士との間の通信が第三

者により受信されたことによって第８条が侵害されているとの判断を下した。裁判所は〃

この事件では〃通信が尊重されるべき権利の侵害を最小限に止めることが効果的に保障

されるべきことを強調して〃また原則として弁護士依頼者間の関係は特権が与えられる

のであって〃その文脈では通信は私的かつ秘密の性質の事柄に関わるものであることを

確認した： 

 

「４３（段落） 裁判所は〃必要性の概念は〃第三者が通信を見ることは差し迫った社会

的必要性があり〃とりわけ〃追求される正当な目的と比例するものであることの意味を

含んでいる。第三者が通信を見ることが「民主的な社会で必要か」どうかを決定するに

あたっては〃その政府による理解の余地を考慮すべきである。（参照〃the Campbell v. 

the United Kingdom judgment of 25 March 1992, Series A no. 233, p. 18, § 

44）。検討している領域〃つまり債権者に損害を与える形で破産者の財産を隠匿するこ

とについて〃収入源を特定し追跡するために破産者の信書を第三者が見ることを手段と

することが必要と当局は考えるかもしれない。しかしながら〃その手段の実現は〃通信

を尊重される権利が損なわれるのを最低限度になるように確保する適切かつ効果的な安

http://hudoc.echr.coe.int/sites/eng/pages/search.aspx?i=001-57887
http://hudoc.echr.coe.int/sites/eng/pages/search.aspx?i=001-58144


全装置を伴っていなければならない。このことは〃問題となっている事件のように〃破

産者の法的助言者との通信が第三者によって見られたかもしれない場合にはそうである。

裁判所は〃この関連で〃弁護士依頼者間の関係は〃原則として〃特権があり〃その文脈

での通信は目的がどうであれ私的かつ秘密の性質の事柄に関わることを注記する（上記〃

Campbell 事件 , . 18-19頁 §§ 46 及び 48)。」 

 

欧州理事会 勧告2000年10月25日 2000年21号 

 

特権の与えられている通信に関する欧州裁判所による豊富な判例法に加えて〃 欧州の法

曹職業により行使されている自由に関する欧州理事会23 勧告2000年10月25日 2000

年21号に言及するのも重要であろう。それによれば〃「弁護士依頼者間の関係における

秘密の尊重を確保するためにあらゆる手段がとられるべきである。この原則に対する例

外が認められるのは〃法の支配と両立する場合だけである」（原則１〃段落６）のであ

り〃「国内法〃規制〃職業規範にしたがい職業上の秘密は弁護士によって尊重されなけ

ればならない。依頼者の同意無くしてのこの秘密の侵害はいなかるものでも〃適切な制

裁の対象となる。」（原則３〃段落２） 

 

B.CCBE 文書 

 

CCBEは〃PS-LPPを含むヨーロッパの法曹職業の核心的価値に対して重大な関心を払っ

てきた。これは〃各国弁護士会及び法曹協会が各国のルールを見直すときに各国弁護士

会及び法曹協会に対する規準として役立つであろう「モデル行動規範」についてまさに

                                            
23 欧州理事会は〃大陸における指導的な人権機関である。それは４７加盟国があり〃そのうち２８

は欧州連合の加盟国である。欧州理事会を構成している国の全ては人権〃民主主義及び法の支配を擁護す

ることを目的としている条約である欧州人権条約に署名している。欧州評議会についてこれ以上の情報に

ついてはここをクリックされたい。 

 



今取り組んでいる理由である。このモデル規範は〃とりわけ〃秘密について扱っており〃

欧州の裁判所の既存の判例法理に考慮を払っている。 

 

CCBEには〃秘密について論じる２つの主要な文書がある。 

 

■その第１は〃CCBEの欧州法律職業の行動規準憲章であり〃それは2006年11月24日

に採用されており〃法曹職業を規制する国内国際ルールに共通な１０の核心的原則のリ

ストを納めている。憲章の原則によれば； 

 

「原則（b） 依頼者の事案の秘密を保持し職業上の秘密を尊重する権利と義務： 

 

依頼者は他人に対してであれば話さないであろうこと（もっとも私的な詳細やもっとも

価値ある商業上の秘密）を弁護士には明かされるべきこと〃また弁護士が秘密[信頼]を

基礎に他の情報の受け手となるべきことは〃弁護士の機能の枢要である。秘密が確かに

守られることが無ければ〃信頼もありえない。憲章は〃この原則の２重の性格を強調し

て〃秘密を守ることは弁護士の義務であるばかりではなく〃依頼者の基本的な人権であ

るとする。「法曹職業の特権」のルールは〃弁護士と依頼者間のコミュニケーションを

依頼者の不利益に使用することを禁止する。いくつかの法域においては〃秘密の権利は

依頼者にのみ属するとみなされているが〃他方で〃他の法域においては〃「職業の秘密」

は〃弁護士がその依頼者からの秘密を信頼によって得たがゆえに他方当事者の弁護士か

ら秘匿することを要請する。原則（b）は〃これらの関連する概念〃法曹職業の特権〃

秘密及び職業の秘密の全てを包摂している。弁護士の依頼者に対する義務は弁護士がそ

の任務を終了した後でも継続する。」 

 

 

CCBE憲章は〃行動準則とは考えられていないことを注意しておくことが重要である。

しかし〃それは〃CCBEの加盟・準加盟・オブザーバー国の範囲を超えて欧州全域にお



いて適用のあることを目的としている。憲章が目的としていることは〃とりわけ〃独立

性を確立しようと闘っている弁護士会を援助することである； また〃社会における弁護

士の役割の重要性について〃弁護士の間での理解を増進させることである；それは〃弁

護士〃決定権者〃公衆一般に向けられている。 

 

■第２に〃欧州弁護士のためのCCBE行動準則は〃1988年にまでさかのぼるもので最後

の改訂が2006年にあったものであるが〃秘密に関する条項を含んでいる： 

 

「2.3. 秘密 

 

2.3.1. 依頼者は他人に対してであれば話さないであろうことを弁護士には明かされる

べきこと〃また弁護士が秘密[信頼]を基礎に他の情報の受け手となるべきことは〃弁護

士の機能の枢要である。秘密が確かに守られることが無ければ〃信頼もありえない。ゆ

えに〃秘密は弁護士の第１の権利であり義務である。 

 

弁護士の秘密の義務は〃司法の運営の利益のみならず依頼者の利益にも資するものであ

る。それゆえ〃国家による特別な保護を受ける資格があるのである。 

 

2.3.2. 弁護士は〃職業上の活動において〃弁護士に知られることとなった全ての情報に

ついての秘密を尊重しなければならない。 

 

 

2.3.3 秘密の義務は〃時間的に限定されない。 

 

2.3.4. 弁護士は〃職業上の役務提供にあたり勤務弁護士・スタッフ並びに雇った誰につ

いてであれ〃 秘密について同様の義務を遵守することを要求すべきである。」 

 



憲章とは異なって〃準則はすべてのCCBEの加盟国に対して拘束力があり〃これらの国

の弁護士会（それらの弁護士会がCCBEの加盟〃準加盟〃オブザーバーのいずれであろ

うとも）の会員である全ての弁護士は〃欧州連合〃欧州経済領域〃そしてス゗ス連合並

びに準加盟及びオブザーバー国において国境を越える活動をおこなうさいには〃準則を

遵守しなければならない。 

 

■調査 

 

CCBEは〃PS-LPPについて定期的な調査を行っている。もっとも最近に行った調査は

2014年に行っている。過去の調査の結果は利用しうるように公開しており〃それは次の

とおりである。 

 

- CCBE比較調査 弁護士がクラウドに有するデータに対する政府調査について〃2014

年4月4日 

 

- 欧州連合〃欧州経済領域及びス゗ス並びに一定の他のヨーロッパの法域における規制

法曹職業及び職業特権〃John FISH〃2004年2月27日 

 

- 欧州における職業秘密〃秘密[信頼]〃及び法曹職業の特権についてのエドワード報告

の最新情報〃2003年9月30日 

 

- 欧州共同体の９加盟国における職業秘密〃秘密[信頼]〃法曹職業の特権についての報

告〃D.A.O. EDWARD, QC, 1976年10月29日  

 

以上が示しているのは〃弁護士と依頼者間の通信の秘密は〃欧州の裁判所と関連する欧

州の機関から特別に高い注意が払われているということである。秘密は〃弁護士の義務

であるばかりでなく〃依頼者の基本的な人権である。秘密が確かに守られることが無け



れば〃司法の運営と法の支配が適切に機能していくうえで鍵となる信頼ということもあ

り得ない。 

 

我々は〃どのような質問にお答えすることもさらなる情報や説明を提供することを喜ん

でいたします。 

 

敬具 

Aldo Bulgarelli 

CCBE 会長 

 


